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１. 水防法の改正状況
○多発する浸水被害への対応を図るため、水防法の一部改正（H27.5.20）により、想定し得る最大規模の洪水・内

水・高潮への対策（ソフト対策）の推進を実施することとなった。東郷池では、計画規模の降雨による洪水に係る
浸水想定区域について、平成20年12月に公表しているが、現在、最大規模降雨による洪水に係る浸水想定区域の検
討を実施している。

水防法一部改正の概要
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１. 水防法の改正状況

＜浸水想定区域図（河川管理者）＞
①水防法：公表

第14条第1項：想定最大規模降雨により浸水が想定される区域（区域・浸水深）
第14条第2項：浸水の継続時間（長時間にわたり浸水するおそれがある場合）

②省令：公表
第2条4項：計画降雨により浸水が想定される区域（区域・浸水深）

→ 既存の浸水想定区域図規模

③洪水浸水想定区域図作成マニュアル（第４版）：検討
家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流・河岸浸食） → 公表方法は調整中

＜ハザードマップ（市町村）＞
④水防法第15条第3項：公表

⑤洪水ハザードマップ作成の手引き

＜市町村地域防災計画（市町村）＞
⑥水防法第15条第1項・第2項：公表

→省令第11条・第12条・第16条・第17条
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２．水防法改正により実施する内容
○想定最大規模降雨の浸水想定区域図

・水防法第14条、水防法施行規則第1条から第3条に基づき、洪水浸水区域および浸水した場合に想定される水

深、家屋倒壊等氾濫想定区域および浸水継続時間等を表示した図面に洪水浸水想定区域の指定となる降雨を
明示した「洪水浸水想定区域図」を作成する。

・洪水浸水想定区域図を作成するための浸水解析においては、「想定し得る最大規模の降雨に係る国土交通大
臣が定める基準を定める告示」（平成27年国土交通省告示第869号）に基づき、想定最大規模の降雨量および
降雨波形を用いる。

河川整備において基本となる降雨を前提 想定し得る最大規模の洪水に係る浸水想定区域に拡充

現行の洪水に係る浸水想定区域 想定し得る最大規模の洪水に係る区域
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○今回、初めて「浸水継続時間」や「家屋倒壊等氾濫想定区域」を公表。
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家屋倒壊等氾濫想定区域浸水継続時間

・堤防沿いの地域等において、洪水時に家屋が倒壊する
ような氾濫流や、河岸侵食の危険性が高い区域。

・浸水深0.5mに達してから、下回るまでの時間。

・これを参考に、「早期に立退き避難が必要な区域」を設
定し、安全な場所に立退くよう呼びかけ。・立ち退き避難（水平避難）の要否の判断や企業BCPの策

定等、長期間の浸水による支障を防ぐ有用な情報。

※浸水深0.5m：屋外への避難が困難、孤立する可能性のある水深

←堤防決壊に伴う氾濫流で
木造家屋が倒壊した状況長期間の自宅避難となった場合の生活環境の悪化説明例

洪水ハザードマップ作成の手引き（国土交通省）より

河岸侵食による家屋倒壊及び流出

洪水ハザードマップ作成
の手引き(国土交通省)
[写真提供 西日本新聞]

２．水防法改正により実施する内容



２．水防法改正により実施する内容
○浸水継続時間の設定

・浸水継続時間は、洪水時に避難が困難となる一定の浸水深を上回る時間の目安を示すものである。
・浸水継続時間が長い地域では、仮に洪水時に屋内安全確保（垂直避難）により身体・生命を守れたとしても、そ

の後の長時間の浸水により生活や企業活動の再開等に支障が出る恐れがあることから、立ち退き避難（水平避
難）の要否の判断や企業BCPの策定等に有用な情報となる。

※浸水想定区域とは別図で作成表示例

凡 例
浸水継続時間
（浸水深0.5m以上）

4週間以上
2週間～4週間
1週間～2週間
3日間～1週間
1日間～3日間
12時間～1日間

12時間未満または
浸水深0.5m未満

※イメージ
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２．水防法改正により実施する内容

表示例

○家屋倒壊等氾濫想定区域の設定

・家屋倒壊等氾濫想定区域は、洪水時に家屋が流失・倒壊等のおそれがある範囲を示すものであり、洪水時にお
ける屋内安全確保（垂直避難）の適否の判断等に有効な情報となる。

・当該区域の設定においては、氾濫による流体力の作用及び河岸侵食による基礎の流出による家屋倒壊危険性
について評価し、それぞれについて設定・表示する。

家
屋
倒
壊
等
氾
濫
想
定
区
域
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２．水防法改正により実施する内容

○既往浸水想定区域図との主な変更内容
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分類 変更内容（一覧）

①氾濫水の流れの

再現性を向上

●浸水解析メッシュサイズの細密化 （変更）
（地形や土地利用のモデル化精度を向上）

現行：50mメッシュ ⇒ 変更：25mメッシュを目安に適切に設定

●氾濫水の流下に影響を及ぼす建物の評価 （変更）
現行：建物占有率を粗度係数に反映 ⇒ 変更：建物による阻害を空隙率・透過率にて考慮

●氾濫水の主流路となる道路網を考慮 （新規考慮）
（市街地等で氾濫水が集中しやすい道路網をモデルに考慮）

●排水条件の仮定と浸水継続時間の算定 （新規考慮）
（最大浸水深の把握に加え、洪水減衰期までの計算を実施）

※浸水長期化による立ち退き避難（水平避難）の要否や企業BCPの策定等の参考報

②現況の河道及び

土地利用状況を反映

●最新の河川横断測量成果に基づく流下能力の評価 （更新）

●最新の地形図や土地利用区分に基づくメッシュモデルの作成 （更新）

③避難行動につながる

情報の提供（図示）

●細密測量成果を活かした高解像度（5m）の浸水深表示 （変更）
現行：関係市1/2500都市計画図等 ⇒ 変更：国土地理院5mメッシュ標高等

●避難行動と関連付けた浸水深表示ランクの見直し （変更）

●垂直避難の適否等に役立つ家屋倒壊等氾濫想定区域の表示 （新規）
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２．水防法改正により実施する内容

洪水浸水想定区域図の対象河川

１）浸水解析の方法 ①流域から河川への流出量を算定
対象洪水の流量波形を作成

②氾濫が生じる箇所の把握
河川の各地点における流下能力を算定し
氾濫が生じる水位・流量を把握

③河川の水位・流量を時刻毎に追跡計算
河川モデルの上流から対象流量を流し、
掘り込み部では溢水量
築堤部では破堤による氾濫量を計算

④氾濫水の動き（水深・流速）を時刻毎に追跡計算
氾濫流量をメッシュ化した地形モデル
により、メッシュ毎の浸水深と流速
を算定

③
④

浸水解析モデル概念図

②

Q

ｔ

洪水予報河川、水位周知河川
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２．水防法改正により実施する内容

２）洪水浸水想定区域図の作成方法

①氾濫が生じる箇所全てにおいて浸水解析を実施
管理断面間隔で破堤地点を変えながら複数の浸水解析を実施
※ある箇所の破堤を検討する際は、最大流量が当該地点に到達することを想定

（破堤地点の上流側では越水・溢水は見込むが破堤は見込まない。）

②全ての浸水解析結果の重ね合せ最大を算定
各破堤地点別の解析結果より、各メッシュで最大となった時刻の浸水深を採用した
重ね合せ最大浸水深を算定

全破堤地点の
重ね合せ最大浸水深

破堤地点①

破堤地点②
破堤地点②の
最大浸水深

破堤地点①の
最大浸水深

微地形の浸水深を反映
説明文、凡例等を明示

洪水浸水想定区域図
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避難行動につながる情報提供

●高解像度（５ｍ）の浸水深表示 ●浸水深ランク（閾値、配色）の見直し

※従来実施したスムージングは不要

出典：洪水浸水想定区域図作成マニュアル（第４版）
平成27年７月 国土交通省 水管理・国土保全局

現行

変更

現行（街区レベル） 変更（５ｍメッシュ）

※鳥取県では、ローカルルールにより詳細版の
浸水深ランク（閾値、配色）を使用する

２．水防法改正により実施する内容
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２．水防法改正により実施する内容

9

家屋倒壊等氾濫想定区域の設定(氾濫流)

家屋倒壊等氾濫想定区域の設定(河岸侵食)

【検討箇所】 河岸侵食しにくい河道条件を除き全地点
【設定方法】 出水時に生じ得る河岸侵食幅を算定し、倒壊の危険性のある家屋の範囲を河岸侵食

による家屋倒壊等氾濫想定区域として設定する。
洪水中に発生し得る最大の河岸侵食は、直轄河川における複数の河岸侵食事例を基

に定式化した以下の式により左右岸別々に算定する。（湾曲や護岸有無との関係は明
確ではない）
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３. 洪水浸水想定区域図等検討の手順
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４. 浸水する可能性のある範囲の把握
○対象とする浸水範囲の設定

・既公表の浸水想定区域図の検討区間（現在の水位周知区間）をもとに、上流区間も含めて想定最大規模外力に
よる浸水範囲の影響がある範囲を解析対象範囲として設定。
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野坂川

４. 浸水する可能性のある範囲の把握
○氾濫条件等の設定

・現状の堤防の整備状況を考慮して、破堤開始条件にスライドダウン堤防高を考慮。

・完成堤防：HWL

・未完成堤防：スライドダウン堤防高―計画余裕高

・無堤：堤内地盤高
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５. 数値シミュレーションを用いた流出解析・氾濫解析

５.１ 対象降雨及び流出解析（想定最大降雨の設定の考え方）
○想定最大降雨の設定の考え方

「浸水想定（洪水、内水）の作成等のための想定最大外力の設定方法」に基づき設定

 

対象とする河川や下水道の 

・位置する地域区分の確認 

・規模等（面積、降雨継続時間） 

の確認 

実績最大包絡降雨量の算出 

既存研究の確認 

年超過確率 1/1,000 程度の 

降雨量を目安に設定する 

ことも考えられる 

研究成果を拡張した 

降雨量の算出 

想定し得る最大規模の 

降雨量の決定 

降雨波形の選定 

（最悪の事態をもたらす降雨波形を基本とする） 

降雨波形を想定し得る最大規模の 

降雨量まで引き伸ばし 

想定し得る最大規模の降雨の決定 

（降雨量・降雨波形） 

 

 

実績最大包絡降雨量等 

について、年超過確率 1/1,000程度

の降雨量と比較 

 

 

著しい引き伸ばし 

（1 時間降雨量220㎜を上回る等） 

 

対象とする河川や下水道

で適用可能な研究の有無 

（研究成果の活用）

基本 

有 

NO 

無 

降雨波形を 

他のものに 

変更 等 

YES 

大きく下回る等 

設定完了 

スタート 

①想定最大降雨量の設定

実績最大包絡降雨量と年超過確率1/1,000
降雨量の最大値より設定

②降雨波形の設定

対象洪水群の抽出
・河川整備基本方針検討洪水＋近年洪水＋中央集中型

著しく不合理な降雨波形の棄却
・短時間雨量が著しく大きい降雨 (220mm/hr以上)
・降雨継続時間が著しく短い

想定最大規模降雨波形の決定
・基準地点一律引き伸ばしによる通過流量で選定

⇒ピーク流量及び想定氾濫ボリューム
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５.１ 対象降雨および流出解析（流出モデルの検討）

○想定最大降雨量の設定の流れ
年超過確率1/1000程度（欧米等における浸水想定の対象を参考）を大きく下回っている場合等には、年超過確
率1/1000程度の降雨量を目安として設定

STEP 3
該当河川の流域面積と同じ面積でブロック内
の任意区域の最大雨量を調査

【例】
区域面積 1,000km2

12時間最大雨量 720mm

最大雨量を該当河川の雨量に適用し、「想定
し得る最大規模の降雨」として決定

【例】
流域面積 1,000km2

12時間最大雨量 720mm

適用

STEP 4

STEP 1

該当河川があるブロックを設定 該当河川の流域面積と降雨継続時間を設定

【例】
流域面積 1,000km2

降雨継続時間 12時間

STEP 2

①北海道北部

②北海道南部

④東北東部

⑤関東

⑥北陸

⑦中部

⑧近畿

⑩山陰

⑨紀伊南部

⑬四国南部

⑪瀬戸内

⑭九州
北西部

⑮九州南東部

③東北西部

ブロック区分

⑫中国西部

（⑭九州北西部
に含む）
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野坂川流域：48.77km2

実績最大包絡降雨量
：149mm/2hr、606mm/24hr

項目 諸元 備考

河川名 野坂川

基準地点（流域面積） 48.77km2 野坂川流域

洪水到達時間 約2時間

降雨継続時間 24時間

実績最大降雨量
149mm/2hr
606mm/24hr

1/1,000規模雨量
106mm/2hr
261mm/24hr

想定最大規模降雨量
149mm/2hr
606mm/24hr

実績最大降雨量を
採用

○降雨量の設定

・山陰地区の実績最大包絡雨量と1/1000降雨量を比較し、実績最大包絡降雨量を採用。

５.１ 対象降雨および流出解析（流出モデルの検討）
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○降雨波形の設定

・実績波形に中央集中型波形を加えた23波形を対象として、Ⅰ型引伸ばし降雨波形とⅢ型引き伸ばし降雨波形
による流出計算を実施。

・H10.10.18洪水（No.13）のⅠ型引伸ばし波形がピーク流量と想定氾濫ボリュームのいずれも大きくなるため、対
象洪水波形として選定

対象洪水群の抽出
・河川整備基本方針検討洪水＋近年洪水＋中央集中型

著しく不合理な降雨波形の棄却
・短時間雨量が著しく大きい降雨 (220mm/hr以上)
・降雨継続時間が著しく短い(洪水到達時間2時間)

想定最大規模降雨波形の決定
・基準地点一律引き伸ばしによる通過流量で選定

⇒ピーク流量及び想定氾濫ボリューム

５.１ 対象降雨および流出解析（流出モデルの検討）
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○再現性の確認

・徳尾地点で実績水位を超過した7洪水を対象に整備計画の流出モデルである合成合理式と貯留関数モデルに
よる流出計算による再現性の確認を実施。

・想定最大規模外力では再現性の確認結果から貯留関数モデルを採用。
・その他外力では合成合理式を採用

●実績洪水に対する再現性
・貯留関数モデルの流出計算結果と比較して、合
成合理式の結果は波形の再現性に劣る。

・基本方針時のモデル定数による流出計算結果に
ついて、流量観測が実施されているH23.9.21洪
水の再現性が高く、基本方針モデル定数を採用。

●その他外力による再現性
・中央集中型モデル降雨波形では、「合成合理
式」と比較して、「貯留関数モデル」の流出計
算結果が小さくなり、過小評価の可能性がある。

●検討で使用する流出モデル
・想定最大規模外力では、波形の再現性を考慮し、
貯留関数モデルを採用する。

・その他外力の洪水（1/100、1/50、1/10）に関し
ては、既定計画との整合性を考慮し、合成合理
式を採用する。

実績洪水波形再現計算結果例

基本方針規模外力（1/100）の流出計算結果

５.１ 対象降雨および流出解析（流出モデルの検討）

５.２ 想定最大規模降雨に対する氾濫解析
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○解析条件

・破堤開始水位を超過した地点を全て破堤対象地点として氾濫計算を実施する。
・下流端水位は 野坂川の合流先である千代川の想定最大規模水位ハイドロとし、野坂川の流出ピークと千代川

の水位ピークを一致するように設定。

破堤地点数（箇所）

左岸 72

右岸 62

合計 134



５.２ 想定最大規模降雨に対する氾濫解析
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○浸水想定区域

・破堤点別の最大浸水深を包絡して、各メッシュの最大浸水深を算定。

５.２ 想定最大規模降雨に対する氾濫解析
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○浸水範囲の時系列変化

・破堤点別の時系列浸水深を把握。浸水範囲が拡散し、鳥取市街地への影響が大きい1.6k左岸の結果を例示。

野坂川1.6k左岸破堤 2時間後 野坂川1.6k左岸破堤 3時間後 野坂川1.6k左岸破堤 4時間後



５.２ 想定最大規模降雨に対する氾濫解析
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○浸水継続時間

・破堤点別に浸水深が0.01ｍ未満になるまで浸水解析を実施し、浸水深が50cm以上の継続時間を算定。浸水深
図と同様に、破堤点別のメッシュ毎の結果の最大値を包絡してして作成。

浸水継続時間は、洪水時に避難
が困難となる一定の浸水深※を
上回る時間の目安を示すもの。

立ち退き避難（水平避難）の要
否の判断や企業BCPの策定に有
用な情報。

0.5m浸水継続時間

※ 一定の浸水深は0.5m

５.３ その他の外力に対する氾濫解析
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○解析条件

・その他外力として1/100、1/50、1/10規模を対象として浸水解析を実施。

基本方針規模（1/100）
破堤地点数（箇所）

左岸 52

右岸 38

合計 90

将来計画規模（1/50）
破堤地点数（箇所）

左岸 47

右岸 32

合計 79

整備計画規模（1/10）
破堤地点数（箇所）

左岸 30

右岸 16

合計 46



５.３ その他の外力に対する氾濫解析
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○浸水想定区域

・破堤点別の最大浸水深を包絡して、各メッシュの最大浸水深を算定。

1/100規模 1/50規模 1/10規模

６. 洪水浸水想定区域図の作成（想定最大規模降雨、その他降雨）
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○表示方法の考え方

・浸水深は25mメッシュの解析結果を5ｍメッシュ地盤高で補正することにより浸水範囲を設定
・解析条件等を記載した説明文、ランドマーク等を追加

●浸水深の算出方法

• 25m計算メッシュ浸水位から
5mメッシュ地盤高を引き、
5m浸水深を算出して図化。

• 5ｍメッシュ地盤高には建物
の高さは考慮していない。

● 浸水継続時間の表示方法

• 浸水想定区域図との整合を図り、
浸水深が0.5m未満の範囲は12
時間未満の範囲として表示。

● 浸水深の表示方法
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６. 洪水浸水想定区域図の作成（想定最大規模降雨、その他降雨）

○想定区域図（図面集）
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６. 洪水浸水想定区域図の作成（想定最大規模降雨、その他降雨）

○想定区域図（図面集）
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６. 洪水浸水想定区域図の作成（想定最大規模降雨、その他降雨）

○想定区域図（図面集）

31

６. 洪水浸水想定区域図の作成（想定最大規模降雨、その他降雨）

既往検討 今回検討

○計画規模および既往浸水想定区域との比較

・対象区間を上流に延伸したことにより上流部分での浸水範囲が拡大
・降雨強度式の対象観測所が鳥取から双六原に変更となったこと、下流端水位を変更したことにより、下流部分で

既往浸水想定区域図より浸水範囲が拡大

既往検討からの変化要因

検討区間
既往：野坂川0.0k～4.7k
今回：野坂川0.0k～7.4k

・検討区間を上流に2.7k延伸

降雨量
既往：鳥取観測所：178mm/24hr
今回：双六原観測所：397mm/24hr

・下図のとおりピーク後の氾濫リューが増大

下流端
水位

既往：千代川合流点の千代川計画高水位
T.P.5.382ｍ

今回：野坂川下流端の計画高水位
T.P.5.900ｍ

・下流端水位が既往検討より60cm高い。

徳尾大橋地点のハイドロ・ハイエト比較

流量ハイドロ（氾濫ボリューム）が
大きくなったため、氾濫域が拡大

流量ハイドロ（氾濫ボ
リューム）が大きくなった
ため、氾濫域が拡大

検討区間を上流に延伸し
たため、浸水範囲が拡大

流量ハイドロ（氾濫
ボリューム）の増
大、下流端水位が
高くなったため、氾
濫域が拡大



７. 家屋倒壊等氾濫想定区域の設定（想定最大規模）
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○氾濫流によるもの

・浸水解析結果から、マニュアルの基準を超過したメッシュを氾濫流による家屋倒壊等氾濫想定区域として設定

●氾濫発生条件
検討対象区間の全ての区間で、氾濫開始水位（危険水位）到達時及びピーク水位※時に破堤が発生し
た場合を想定し、氾濫流の流速と水深から家屋の倒壊が発生する範囲を設定

それぞれの地点、水位条件で氾濫計算を行い、家屋が倒壊する範囲の最大値を包絡するように家屋
倒壊等氾濫想定区域を設定

●家屋の倒壊条件

右図の着色範囲で家屋（木造）の倒壊が
発生

※ 堤防天端を超える場合は
堤防天端高
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７. 家屋倒壊等氾濫想定区域の設定（想定最大規模）

○河岸侵食によるもの

・過去の河岸侵食事例に基づいて距離標毎に河岸侵食幅を設定

●河岸侵食幅の設定の流れ

川幅の設定

河岸高の設定

河岸侵食幅の
設定

河床勾配

※河床勾配が急勾
配であるほど、河岸
侵食幅が大きくなる

• 直轄管理河川における河岸侵食事例（約1,250例）に基づいて、全事例を包
絡するように侵食幅の係数を設定。

• 低水路の河岸高に侵食幅の係数をかけ、侵食幅を設定。
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７. 家屋倒壊等氾濫想定区域の設定（想定最大規模）

○表示方法の考え方

・算出された計算結果に対して、スムージング処理を実施して、家屋倒壊等氾濫想定区域を設定

● 氾濫流によるもの

メッシュの判定結果を基
にスムージング

● 河岸侵食によるもの

距離標毎の侵食幅を基に河川法線、
周囲地形を考慮してスムージングして、
区域を設定
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７. 家屋倒壊等氾濫想定区域の設定（想定最大規模）

○想定区域図（図面集）


